
安 曇 野 市 の 財 政 状 況

平成26年10月１日から平成27年3月31日までの期間における安曇野市の財政状況

平 成 27年 ６ 月 財 政 部 財 政 課



１　はじめに

２　平成26年度補正予算の状況

　【上半期の補正予算】 （単位：千円）

当初予算 補正予算
(６月議会提案)

補正予算
(６月議会提案)

補正予算
(９月議会提案)

43,960,000 429,000 △ 740,000 1,087,000

844 245

10,786,838 260,331

1,007,006 16,009

8,840,195 69,460 265

4,332,824 9,464

194,048

1,936

761

1,251

1,429

1,304

99,058

28,617 800

69,256,111 498,460 △ 740,000 1,374,114

　　法適用企業会計 （単位：千円）

当初予算 補正予算
(６月議会提案)

補正予算
(６月議会提案)

補正予算
(９月議会提案)

収益的収入 2,321,433

収益的支出 2,027,382

資本的収入 706,236

資本的支出 2,307,626

水道事業

　平成26年度下半期の補正予算の概要と予算執行状況、公営企業の業務など安曇野市の財政状況について公表
します。

介護保険特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

上川手山林財産区特別会計

会計名

一般会計

同和地区住宅新築資金等
貸付事業特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

富士尾沢山林財産区特別会計

北の沢山林財産区特別会計

有明山林財産区特別会計

穂高山林財産区特別会計

産業団地造成事業特別会計

観光宿泊施設特別会計

合計

会計名
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　【下半期の補正予算】 （単位：千円）

補正予算
(12月議会報告)

補正予算
(12月議会提案)

補正予算
(３月議会提案)

補正予算
(６月議会報告)

最終予算額

53,000 △ 445,000 △ 452,000 △ 776,000 43,116,000

599 1,688

9,000 △ 100,509 126,418 11,082,078

△ 15,473 △ 16,510 991,032

9,844 △ 424,703 △ 173,231 8,321,830

10,736 △ 28,210 △ 32,600 4,292,214

1,351 △ 1,580 193,819

1,131 3,067

120 881

160 1,411

△ 153 1,276

△ 118 1,186

△ 98,408 650

29,417

53,000 △ 415,420 △ 1,017,805 △ 971,911 68,036,549

　　法適用企業会計

補正予算
(12月議会報告)

補正予算
(12月議会提案)

補正予算
(３月議会提案)

補正予算
(６月議会報告)

最終予算額

収益的収入 7,285 2,328,718

水道事業 収益的支出 △ 3,099 △ 27,678 1,996,605

資本的収入 △ 94,405 611,831

資本的支出 △ 262,477 2,045,149

３　平成26年度下半期の補正予算の状況

一般会計

同和地区住宅新築資金等
貸付事業特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

会計名

北の沢山林財産区特別会計

有明山林財産区特別会計

富士尾沢山林財産区特別会計

穂高山林財産区特別会計

産業団地造成事業特別会計

観光宿泊施設特別会計

合計

会計名

　平成26年度下半期各会計別の補正予算の状況は上記のとおりです。
　一般会計においては、下半期に４回の補正予算を編成しました。
　12月議会へ報告した補正予算については、衆議院議員の解散による選挙費について、補正予算を編成したも
ので、選挙の執行に間に合うように11月21日に専決処分を行ったため、12月議会へ「専決第１号」として報告
しました。
　12月議会へ提案した「補正予算第４号」は、アルプス保育園建設事業、しゃくなげの湯建設事業について、
入札の不落等により事業期間の見直しを図るための補正予算を中心として、４億4,500万円を減額しました。
　３月議会へ提案した「補正予算第５号」は、国の補正予算に基づく「地域住民生活等緊急支援のための交付
金」事業に係る経費を追加するとともに、年度末へ向けた歳入歳出予算の整理を行ったもので、４億5,200万
円を減額しました。
　平成27年６月議会へ報告した補正予算については、決算に向けての歳入歳出予算の整理を中心に３月27日に
専決処分を行ったため、６月議会へ「専決第２号」として報告したものです。
　一般会計の補正予算の概要は、次のとおりです。
　最終的な予算額については、431億1,600万円となりました。歳入歳出の目的別、性質別の内訳は次のグラフ
のとおりです。

介護保険特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

上川手山林財産区特別会計
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11,620百万円, 
27.0%

1,845百万円, 4.3%

11,187百万円, 
25.9%

723百万円, 1.7%

414百万円, 1.0%

5,895百万円, 13.7%

965百万円, 
2.2%

848百万円, 
2.0%

7,937百万円, 18.4%

1,682百万円, 3.9%

歳入目的別 内 訳

市税

地方譲与税等

地方交付税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国県支出金

繰入金

繰越金

市債

その他

278百万円, 0.6%

7,791百万円, 18.1%

11,996百万円, 
27.8%

2,712百万円, 6.3%

72百万円, 0.2%
2,323百万円, 5.4%

1,781百万円, 
4.1%

4,574百万円, 10.6%

2,096百万
円, 4.9%

4,991百万円, 11.6%

0百万円, 0.0%
4,451百万円, 

10.3%

50百万円, 0.1%

歳 出 目 的 別 内 訳

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費
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5,815百万円, 13.5%

7,085百万円, 16.4%

397百
万円, 
0.9%

5,294百万円, 12.3%

5,118百万円, 11.9%

8,976百万円, 20.8%

0百万円, 
0.0% 4,451百万円, 10.3%

599百万円, 1.4%

1,358百万円, 3.1%

3,972百万円, 
9.2%

50百万円, 0.1%

歳 出 性 質 別 内 訳

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

普通建設事業費

災害復旧費

公債費

積立金

出資金等

繰出金

予備費
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平成26年度一般会計補正予算（専決第１号）の概要等 

（平成26年12月議会報告） 

 
１ 平成26年度一般会計補正予算（専決第１号）の概要 

 
○ 概要 

平成 26年 12月 14日に投開票が行われる衆議院議員選挙に伴い必要となる経費を 
見込み、平成 26年 11月 21日に専決を行いました。 

 
 
２ 専決補正予算の状況 

 

 補正予算額        ５，３００万円  

補正前の予算額  ４４７億３，６００万円 

補正後の予算額  ４４７億８，９００万円 

 

 

 
 

３ 歳入の増額項目 

 
予算書 
ページ 歳 入 科 目 増(減)額 主 な 内 容 

10 
衆議院議員選挙委託金 
（県委託金） 5,081万6千円 選挙委託金見込額を計上 

10 財政調整基金繰入金 218万4千円 財源調整による 

 
 
４ 歳出の増額項目 

 

予算書 

ページ 
事  業  名 増(減)額 主 な 内 容 

12 衆議院議員選挙費 5,300万円 前回の選挙費用を参考に計上 
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平成26年度一般会計補正予算（第4号）の概要等 

（平成26年12月議会提案） 
 
１ 平成26年度一般会計補正予算（第4号）の編成方針等 

 
○ 基本事項 

現時点までの予算執行状況を的確に分析し、平成26年度末までの必要経費を積算

した上で、予算に過不足が生じることが予測される場合であって、原則として次の

事項に該当するものを補正する。 
 
①平成26年度の実質的な補正予算は今回が最終となるという認識にたち、予算に過

不足が生じる場合の補正 
 
②市民の安全確保や利便性確保のため、緊急を要する施設の修繕等であって、既決

予算を超える部分の補正 
 
③翌年度当初からの事業実施のため、平成26年度中に対応が必要となる経費の補正 

 
 
 
２ 補正予算見積状況 

 
  

 補正予算額     △４億４，５００万円 

  

 

補正前の予算額  ４４７億８，９００万円 

 

補正後の予算額  ４４３億４，４００万円 
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３ 歳入の主な増額・減額項目 

 
予算

書Ｐ 歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

14 市民税現年課税分 6,000万円 一般財源 見込み額の増 

14 法人市民税現年課税分 3億4,000万円 一般財源 見込み額の増 

14 固定資産税現年課税分 9,000万円 一般財源 見込み額の増 

14 地方特例交付金 △1,254万6千円 一般財源 交付額の確定による 

14 普通交付税 2億7,318万円 一般財源 交付額の確定による 

16 
自立支援給付費負担金 
（国庫） 5,224万6千円 障害者支援事業 

就労継続支援施設の利用

回数増に伴う負担金の増

（負担率1/2） 

16 
自立支援医療負担金（国

庫） 501万4千円 障害者支援事業 

利用者増に伴う更生医療

費の増による（負担率

1/2） 

16 
障害児施設措置費（給付

費）負担金（国庫） 461万5千円 障害者支援事業 

障害児通所施設増に伴う

利用回数の増による 

（負担率1/2） 

16 
地域生活支援事業 
補助金（国庫） 330万2千円 

障害者支援事業 

地域生活支援事業 

身体障害児日常生活用具

補助、訪問入浴事業の増

による（補助率1/2） 

16 
地熱・地中熱等利用事業

補助金 △3,240万円 
しゃくなげの湯整

備事業 

ヒートポンプ給湯設備補

助金減 

16 都市再生整備計画事業 △4,392万円 観光拠点整備事業 
しゃくなげの湯周辺整備

減 

18 がんばる地域交付金 919万9千円 
直売加工施設運営

事業 
交付額の決定による 

18 
障害児施設措置費（給付

費）負担金（県） 230万7千円 障害者支援事業 
障害児施設増に伴う利用

回数の増（負担率1/4） 

18 
自立支援給付費負担金 
（県） 2,612万3千円 障害者支援事業 

就労継続支援施設の利用

回数増に伴う負担金の増

（負担率1/4） 
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予算

書Ｐ 
歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

18 自立支援医療負担金（県） 250万7千円 障害者支援事業 

利用者増に伴う更生医療

費の増による（負担率

1/4） 

18 
地域生活支援事業補助金

（県） 107万9千円 地域生活支援事業 

身体障害児日常生活用具

補助、訪問入浴事業の増

による（補助率1/4） 

18 
鳥獣被害防止総合対策交

付金 763万4千円 
有害鳥獣等予防対

策事業 

鳥獣被害防止総合対策交

付金の増 

18 農地利用集積事業補助金 1,000万円 担い手支援事業 
農地利用集積事業補助金

増 

20 
県産材供給体制整備事業

補助金 △1,944万円 
しゃくなげの湯整

備事業 

しゃくなげの湯薪ボイラ

ー導入整備補助金減 

20 
木造公共施設整備事業補

助金 △1,620万円 
しゃくなげの湯整

備事業 

しゃくなげの湯内外装木

質化補助金減 

20 
団体営土地改良事業補助

金 △2,315万4千円 
団体営土地改良事

業 

農業基盤整備促進事業

（安曇野三期、田沢）減 

20 指定寄附金 139万3千円 

工業振興事業 
工業振興事業のため（41

万2千円） 

在宅福祉事業 
在宅福祉事業のため（20

万円） 

スクールサポート

事業 

スクールサポート事業 36

万１千円） 

まちづくり推進事業 
まちづくり推進事業（32

万円） 

教育振興費 教育振興費（10万円） 

20 財政調整基金繰入金 △3億7,825万5千円 一般財源 財源調整による 

20 
公共施設整備基金 
繰入金 △4億6,100万円 

観光拠点整備事業 
しゃくなげの湯周辺整備

減（△1億2,500万円） 

しゃくなげの湯整

備事業 

しゃくなげの湯整備事業

減（△1,300万円） 

市道新設改良事業 
財源調整による（△3億

2,300万円） 
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予算

書Ｐ 
歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

20 福祉基金繰入金 △1億3,400万円 

しゃくなげの湯整

備事業 

しゃくなげの湯整備事

業減（△7,000万円） 

児童館整備事業 
三郷児童館増築分減（△

5,400万円） 

公立保育園整備費 
三郷南部保育園減（△

1,000万円） 

22 総合賠償補償等保険金 568万7千円 
直売加工施設運営

事業 
建物共済給付金 

22 資源売却代 1,400万円 

ごみ減量化再利用

対策事業 

リサイクルセンタ

ー管理運営事業 

資源物売却代増 

22 旧合併特例事業債 △2億4,660万円 
しゃくなげの湯整

備事業 

しゃくなげの湯整備事業

減（△2億4,660万円） 

 
 
４ 歳出の主な増額・減額項目 

 

予算書 

ページ 
事  業  名 増(減)額 主 な 内 容 

26 本庁駐車場整備事業 △2,451万6千円 債務負担行為の設定による 

30 地域・行政情報化推進事業 △496万5千円 機器リース料の減 

36 障害者支援事業 1億2,500万6千円 更生医療費、訓練等給付費外 

36 地域生活支援事業 599万8千円 
訪問入浴事業 

身体障害児者日常生活用具外 

38 母子福祉事業 298万2千円 母子家庭等支援事業外 

40 介護保険対策費 534万円 介護保険特別会計繰出金 
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予算書 

ページ 
事  業  名 増(減)額 主 な 内 容 

40 後期高齢者医療事業 △5,576万3千円 療養費負担額の精算による 

42 児童館整備事業 △9,047万9千円 三郷児童館増築工事減 

42 公立保育園整備費 △987万4千円 三郷南部保育園跡地整備工事減 

44 生活保護総務費 2,072万7千円 生活保護費国庫負担金精算による 

50 有害鳥獣駆除対策 313万５千円 有害鳥獣駆除（クマ対策） 

50 直売加工施設運営事業 646万5千円 直営加工施設備品 

52 担い手支援事業 1,000万円 農地集積協力金 

52 松くい虫被害対策事業 1,180万1千円 松枯損木伐倒駆除外 

54 市単土地改良事業 808万円 用水路改修等工事外 

54 団体営土地改良事業 △4,604万1千円 
団体営土地改良事業（安曇野三期、

田沢）外 

56 観光拠点整備事業 △1億6,916万1千円 しゃくなげの湯周辺整備等 

56 しゃくなげの湯整備事業 △3億9,773万5千円 しゃくなげの湯建設工事等 

60 県営新設改良事業 800万円 
兼用側溝整備事業県負担金、急傾

斜地崩壊対策事業県負担金 

60 市道新設改良事業 1,480万円 工事請負費増、用地買収費減 

62 街路整備事業 341万1千円 電柱新設移転補償 

78 豊科交流学習センター費 1,113万9千円 豊科交流学習センター周辺整備 
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５ 債務負担行為 

 
次の事業については、複数年にわたる事業のため債務負担行為の設定をします。 

 
追加 

事業名 金額 期間 設定を必要とする理由 

新本庁舎印刷機導入業務

（印刷機リース） 
1,579万5千円 

平成27年度から

平成32年度まで 
リース期間が複数年となるため 

新本庁舎複合機関連機器導

入業務（サーバ等リース） 
2,263万1千円 

平成27年度から

平成32年度まで 
リース期間が複数年となるため 

職員駐車場造成工事 2,451万6千円 平成27年度まで 工事期間が複数年となるため 

平成26年（行ウ）第4号 道

路工事の諸補償請求事件 

委託事務の処理に

あたる報酬及び訴

訟費用等 

事件結果が判明

するまで 

市道拡幅改良に伴う裁判が複数

年となる見込みのため 

平成26年（行コ）第361号 行

政処分取消等請求控訴事件 

委託事務の処理に

あたる報酬及び訴

訟費用等 

事件結果が判明

するまで 

補助参加の裁判が複数年となる

見込みのため 

指定管理による穂高老人保

健センター施設管理業務 
1,954万9千円 平成27年度まで 

指定管理期間が複数年にわたる

ため 

三郷南部保育園旧園舎跡

地整備工事 
993万9千円 平成27年度まで 工事期間が複数年となるため 

保育園給食調理業務 1億4,692万2千円 平成27年度まで 

27年度からの業務委託に伴い、事

前準備のために26年度中の契約

が必要であるため 

指定管理による三郷やす

らぎ空間施設管理業務 
446万5千円 

平成27年度から

平成31年度まで 

指定管理期間が複数年にわたる

ため 

指定管理による安曇野の

里自然活用村管理業務 
7,050万円 

平成27年度から

平成31年度まで 

指定管理期間が複数年にわたる

ため 

指定管理によるほりでー

ゆ～四季の郷および周辺

施設管理業務 

600万円 
平成27年度から

平成29年度まで 

指定管理期間が複数年にわたる

ため 

指定管理による三郷堆肥

センター管理業務 
4,200万円 

平成27年度から

平成29年度まで 

指定管理期間が複数年にわたる

ため 

安曇野ブランド情報発信

外業務 
1,080万円 

平成27年度から

平成28年度まで 

27年度当初から業務を開始するた

め、26年度中の契約が必要である

ため 
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事業名 金額 期間 設定を必要とする理由 

しゃくなげの湯設計変更

業務 
1,600万円  平成27年度まで 業務期間が複数年となるため 

指定管理による自然体験交

流センター施設管理業務 
990万6千円 

平成27年度から

平成29年度まで 

指定管理期間が複数年にわたる

ため 

三郷交流学習センター等

実施設計業務 
3,860万円 平成27年度まで 業務期間が複数年となるため 

指定管理による穂高プー

ル施設管理業務 
3,508万4千円 

平成27年度から

平成29年度まで 

指定管理期間が複数年にわたる

ため 

 
次の事業については、今年度設定した債務負担行為を変更します。 

事業名 
金額 

変更の理由 
変更前 変更後 

議会映像配信・会議

録検索システム

(ASP)運用業務 

1,553万5千円 1,607万5千円 

積算見直しによる 

※期間は変更なし 

（Ｈ27年度からＨ31年度まで） 

アルプス保育園建

設工事 
2億6,752万円 3億3,500万円 

積算見直しによる（Ｈ28年度ま

で） 

 
 次の事業については、今年度内の契約を見送るため債務負担行為を廃止します。 

事業名 
金額 期間 

廃止の理由 
廃止前 廃止前 

市内ネットワーク

整備（強靭化） 
5,327万1千円 

平成27年度から 

平成31年度まで 
事業計画見直しのため 

しゃくなげの湯整

備工事 
5億8,305万1千円 平成27年度まで 事業実施年度の変更 

しゃくなげの湯整

備工事監理業務 
1,274万9千円 平成27年度まで 事業実施年度の変更 
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平成26年度一般会計補正予算（第5号）の概要等 

（平成27年３月議会提案） 
 
１ 平成26年度一般会計補正予算（第5号）の編成方針等 

 
○ 基本事項 

現時点までの予算執行状況を的確に分析し、平成26年度末までの必要経費を積算

した上で、予算に過不足が生じることが予測される場合であって、原則として次の

事項に該当するものを補正する。 
 

【歳入】①収入状況と予算額が乖離している（予測される）予算の補正 
 
【歳出】①事業費の確定により、明らかに不用額となる予算の補正 

②経常経費が不足する（予測される）予算の補正 
③新年度の事務事業に対応（準備経費）する予算の補正 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、国の経済対策による「地域住民生活等緊急支援のための交付金」に関する 
補正予算に基づき、下記のとおり必要な予算措置を講じた。 
 
● [地域消費喚起・生活支援型] 交付金事業  ２事業  １億5,000万円 

・商業振興事業（プレミアム商品券）          1億3,300万円 

・受入体制整備事業（松本空港利用宿泊助成等）       1,700万円 

  

● [地方創生先行型] 交付金事業        13事業     9,303万4千円 

・企画総務費（まち・ひと・しごと創生総合戦略策定）    1,559万円 

・児童福祉総務費（子育て応援手当）             4,680万円 
・公立保育園総務費（園児用防災用品備蓄事業）        516万4千円 

・農業生産振興事業（地元そば加工品開発支援交付金）     500万円 

・消費拡大対策事業（農家民宿開業補助）           315万円 

・後継者対策事業（親元就農支援、荒廃農地解消農業者支援）  300万円 

・工業振興事業（製造業等人材育成事業補助金）         50万円 

・商業振興事業（創業支援セミナー開催事業）         120万円 

・商業振興事業（若者女性起業支援事業）           330万円 

・商業振興事業（松本山雅FC会場出店ブース助成）       56万1千円 

・産業連携推進事業（アグリフードEXPO）             116万9千円 

・受入体制整備事業（外国人誘客事業、早朝絶景ツアー）    680万円 

・地域ブランド化構築事業（ＶＩ（ビジュアルアイデンティティ） 

を活かした「朝の街安曇野」ブランドづくり事業）      80万円 
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２ 補正予算見積状況 

 

 補正予算額     △４億５，２００万円  

補正前の予算額  ４４３億４，４００万円 
 

補正後の予算額  ４３８億９，２００万円 

 

 

 

 
 
３ 歳入の主な増額・減額項目 

 
予算

書Ｐ 歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

14 法人市民税滞納繰越分 100万円 一般財源 収入見込み額の増 

14 固定資産税滞納繰越分 900万円 一般財源 収入見込み額の増 

14 軽自動車税現年課税分 900万円 一般財源 収入見込み額の増 

14 市たばこ税現年課税分 △1,800万円 一般財源 調定見込み額の減 

14 土地改良事業地元分担金 175万円 
経営体育成基盤整

備事業 
烏川県圃受益者分担金増 

16 保育児童保育料 △4,509万8千円 公立保育園総務費 実績見込みの減による 

16 森林総合研究所負担金 △471万3千円 間伐対策事業 
穂高、堀金地区造林事業

分の減による 

16 保育所使用料 3,613万5千円 公立保育園総務費 実績見込みの増による 

18 
自立支援医療負担金 
（国庫） 674万2千円 障害者支援事業 

利用者増に伴う医療費の

増による（負担率1/2） 

18 児童扶養手当国庫負担金 △487万円 児童福祉総務費 
支給額減による 

（国庫負担率1/3） 

18 児童手当国庫負担金 △3,287万9千円 児童福祉総務費 
対象者数の減による 

（国庫負担率2/3） 



- 15 - 

予算

書Ｐ 歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

18 
保険基盤安定負担金 
（国庫） 167万5千円 国保会計繰出金 

交付決定による 

(国庫負担率 支援分1/2) 

18 
臨時福祉給付金給付事業

補助金（国庫） △7,000万円 
臨時福祉給付金給

付事業 

事業見込み減による 

（国庫負担率10/10） 

18 
子育て世帯臨時特例給付

金給付事業補助金（国庫） △1,767万4千円 
子育て世帯臨時特

例給付金事業 

事業見込み減による 

（国庫負担率10/10） 

18 
地域介護・福祉空間整備

交付金（国庫） △2,604万円 介護保険対策費 
施設整備交付金申請減に

よる 

18 
地域介護・福祉空間推進

交付金（国庫） △1,120万円 介護保険対策費 
小規模多機能型交付決定

額減による 

18 道路改良費補助金（国庫） △6,068万9千円 
社会資本整備総合

交付金事業 

道路工事、用地買収等対

象事業費減による 

18 
学校施設整備事業補助金

（国庫） △497万3千円 
幼稚園、小中学校

施設改修事業 

防災機能強化事業費の確

定による(補助率1/3) 

18 
地域消費喚起・生活支援

型交付金（国庫） 1億5,000万円 
商業振興事業 

受入体制整備事業 
国の補正予算に伴う増 

18 
地方創生先行型交付金 
（国庫） 6,900万円 企画総務費外 国の補正予算に伴う増 

20 
自立支援医療負担金 
（県費） 337万1千円 障害者支援事業 

利用者増に伴う医療費の

増による（負担率1/4） 

20 児童手当県費負担金 △741万3千円 児童福祉総務費 
支給額減による 

（負担率1/3） 

20 
保険基盤安定負担金 
（県費） 1,133万6千円 国保会計繰出金 

交付決定の増による 

(県負担率：基盤分3/4 、 

支援分1/2) 

20 
後期高齢者医療保険 
基盤安定負担金（県費） 608万3千円 

後期高齢者医療事

業 

保険基盤安定分の確定に

よる（県負担率3/4） 

20 
強い農業づくり交付金 
（県費） △2,000万円 担い手支援事業 事業費の決定による 

20 
被災農業者向け経営体育

成支援事業補助金（県費） △2,122万6千円 畑作園芸振興事業 
農業用施設復旧補助事業

申請者数の減による 

20 
森林造成事業費補助金 
（県費） 434万3千円 林業振興事業 松くい更新伐事業費増 
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予算

書Ｐ 歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

20 
住宅・建築物耐震改修促

進事業補助金（県費） △264万 4千円 都市計画総務費 対象事業件数の減による 

24 指定寄付金 162万７千円 

まちづくり推進事業 

公立保育園総務費 
松くい虫被害対事業 

        外 

保育園関係（31万円） 

福祉関係（5万円） 

緑化活動（10万円） 
ふるさと寄付(116万7千円) 

24 財政調整基金繰入金 △694万3千円 一般財源 財源調整による 

24 公共施設整備基金繰入金 △2億6060万円 

小学校施設改修事業 
財源確保による 
（△1億 5,900万円） 

幼稚園施設改修事業 
財源確保による 
（△1億 160万円） 

26 
コミュニティ助成事業助

成金 △3,220万円 まちづくり推進事業 
助成対象団体の採択数減

による 

28 旧合併特例事業債 △1億40万円 

本庁舎建設事業 
事業費確定による減 

（△570万円） 

穂高支所等施設改

築事業 

事業費確定による減 

（△230万円） 

一般会計出資債（上

水道分） 

水道事業出資金の減 

（△9,240万円） 

28 公共事業等債 △3,950万円 

県営圃場整備事業 
県営圃場整備事業の増 

（520万円） 

特定交通安全事業 
特定交通安全事業の減 

（△570万円） 

道路整備事業 
社会資本整備総合交付金

事業の減（△3,900万円） 

28 全国防災事業債 △790万円 

小学校施設改修事

業 

中学校施設改修事

業 

防災機能強化事業（非構造

部材）の減（△790万円） 
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４ 歳出の主な増額・減額項目 

 

予算書 

ページ 
事  業  名 増(減)額 主 な 内 容 

32 本庁舎建設事業 2,614万3千円 用地取得費用、補償料等の増 

36 まちづくり推進事業 △3,633万3千円 コミュニティ助成事業等の減 

36 電算管理費 △2,746万円 新本庁舎移転対応業務費等の減 

42 臨時福祉給付金給付事業 △7,000万円 
臨時福祉給付金給付事業実績によ

る減 

44 国保会計繰出金 9,003万円 
保険者支援分等繰出金の確定によ

る（交付税需要額のルール分） 

46 介護保険対策費 △8,863万6千円 
介護保険特別会計繰出金の確定及

び、施設補助金の確定による 

48 児童福祉総務費 △1,326万7千円 
扶助費（児童手当、児童扶養手当）

の確定による 

50 
子育て世帯臨時特例給付金

事業 
△1,785万3千円 支給見込額の確定による 

50 公立保育園総務費 △3,426万7千円 臨時職員賃金等の減による 

50 公立保育園整備費 △1,884万円 

アルプス保育園の施設備品購入費

を H27予算に組み直したことなど

による 

56 清掃費 1,404万円 
可燃・不燃ごみ収集運搬委託料の

増による 

58 公営企業支出金 △9,240万円 
中央監視制御設備整備事業（水道

事業）の確定による減 

60 畑作園芸振興事業 △3,071万9千円 
農業用施設復旧補助事業者確定に

伴う減 

62 担い手支援事業 △2,400万円 
北穂高ライスセンター建設事業確

定等による減 
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予算書 

ページ 
事  業  名 増(減)額 主 な 内 容 

66 間伐対策事業 △1,038万円 間伐促進事業嵩上補助の減による 

68 経営体育成基盤整備事業 151万3千円 
国の補正予算に伴う建設負担金

（烏川県圃）等の増 

70 工業振興事業 △2,150万円 企業等支援助成事業等の減による 

74 除雪対策費 5,055万8千円 凍結防止剤、除雪作業委託料の増 

74 市道新設改良事業 △5,275万円 測量設計費、用地買収費等の減 

76 
社会資本整備総合交付金事

業 
△9,750万円 工事請負費、用地買収費の減 

78 街路整備事業 △2,240万7千円 
測量設計業務委託、工事請負費の

減 

94 幼稚園施設改修事業 △898万4千円 駐車場用地購入をH27年度へ移行 

102 図書館費 △382万2千円 
三郷図書館仮設移転費用を H27年

度へ移行等による減 

106 長期借入金償還元金 9,175万8千円 市債償還額の増による 

106 長期借入金償還利子 △5,233万円 市債借入分の減による 

参考 
職員（特別職含）人件費 

（給料・手当・共済） 
△1,746万7千円 

給料（△300万円） 

手当（△1,266万7千円） 

共済（△180万円） 
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５ 繰越明許費 

次の事業については、年度内に事業が完了しない見込みのため繰越します。 
 

   
 (単位：千円） 

事  業  名 金  額  繰 越 事 由 

企画総務費（地方創生先行型） 15,590 

国の経済対策による「地域住民生活等緊急

支援のための交付金」に伴う事業のため 

児童福祉総務費（地方創生先行型） 46,800 

公立保育園総務費（地方創生先行型） 5,164 

農業生産振興費（地方創生先行型） 5,000 

消費拡大対策事業（地方創生先行型） 3,150 

後継者対策事業（地方創生先行型） 3,000 

商業振興事業 

（地域消費喚起・生活支援型） 
133,000 

商業振興事業（地方創生先行型） 5,061 

工業振興事業（地方創生先行型） 500 

産業連携推進事業（地方創生先行型） 1,169 

地域ブランド化構築事業 

（地方創生先行型） 
800 

受入体制整備事業 

（地域消費喚起・生活支援型） 
17,000 

受入体制整備事業（地方創生先行型） 6,800 

社会資本整備総合交付金事業 

（三郷１級５号線外５路線） 
104,600 

代替地の用地取得に不測の日数を要したた

め（国庫補助事業）外 

街路整備事業（都市再生） 4,104 
基本計画作成時における調整に不測の日数

を要したため（国庫補助事業） 
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６ 債務負担行為 

 
次の事業については、複数年にわたる事業のため債務負担行為の設定をします。 

事業名 金額 期間 設定を必要とする理由 
新本庁舎オープニングイベン

ト業務 
324万円 平成27年度まで 業務期間が複数年となるため 

新本庁舎総合管理業務 2億4,414万1千円 
平成27年度から 

平成29年度まで 
業務期間が複数年となるため 

新本庁舎隣地購入業務 3,896万6千円 平成27年度まで 業務期間が複数年となるため 

広報あづみの印刷業務 1,801万5千円 平成27年度まで 
平成26年度内に業務を委託する

ため 

指定管理による安曇野市豊科

農産物加工交流センター管理

業務 

695万円 
平成27年度から 

平成31年度まで 
業務期間が複数年となるため 

公式スポーツ施設整備計画策

定業務委託 
80万円 平成27年度まで 

計画策定期間が複数年にわたる

ため 

 
 
次の事業については、今年度設定した債務負担行為を変更します。 

事業名 金額 
変更の理由 

変更前 変更後 
アルプス保育園建設

工事監理業務 

平成27年度まで 

648万円 

平成28年度まで 

648万円 
工期の延長 

穂高幼稚園大規模改

造(補強)(老朽)工事

監理業務 

312万1千円 393万4千円 年度内支払額の変更 

穂高幼稚園大規模改

造(補強)(老朽)工事 
1億2,282万8千円 1億5,266万9千円 年度内支払額の変更 

 
 
 次の事業については、今年度内の契約を見送るため債務負担行為を廃止します。 

事業名 補正前 補正後 
廃止の理由 

期間 限度額 期間 限度額 

国土利用計画見直

し業務 

平成27年度

まで 
130万円 － － 

国等の策定に年次を合わせ

るため 
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平成26年度一般会計補正予算（専決第2号）の概要等 
（平成27年6月議会報告） 

 
１ 平成26年度一般会計補正予算（専決第2号）の編成方針等 

 
○ 基本事項 

平成26年度の最終補正とし、決算を踏まえた歳入の整理、及び歳出不執行額の整

理を中心として行うものとする。 

 
 
２ 補正予算見積状況 

 

 補正予算額         △７億７，６００万円 

補正前の予算額     ４３８億９，２００万円 

 

補正後の予算額     ４３１億１，６００万円 
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３ 歳入の主な増額・減額項目 

 
予算

書Ｐ 歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

14 地方揮発油譲与税 △1,008万7千円 一般財源 交付実績による 

14 自動車重量譲与税 △2,265万6千円 一般財源 交付実績による 

14 配当割交付金 4,468万8千円 一般財源 交付実績による 

14 
株式等譲渡所得割交

付金 4,822万9千円 一般財源 交付実績による 

16 地方消費税交付金 △1億5,133万2千円 一般財源 交付実績による 

16 自動車取得税交付金 △1,030万7千円 一般財源 交付実績による 

16 普通交付税 1,644万3千円 一般財源 調整率の廃止による 

16 特別交付税 1億9,723万5千円 一般財源 交付実績による 

20 
生活保護費国庫負担

金 △3,280万4千円 生活保護総務費 
生活保護扶助費等減額

による 

20 児童手当国庫負担金 △266万5千円 児童福祉総務費 
交付決定による 

（国庫負担率2/3） 

20 
臨時福祉給付金給付

事業補助金（国庫） △400万円 
臨時福祉給付金

給付事業 

事業実績による 

（国庫負担率10/10） 

20 
道路改良費補助金（国

庫） 2,350万円 除雪対策費 
臨時道路除雪事業補助

金 

22 
自立支援給付費負担

金（県費） △1,138万6千円 障害者支援事業 事業実績による 

24 
福祉医療給付事業補

助金（県費） △1,102万4千円 
福祉医療費給付

事業 
事業実績による 

24 
被災農業者向け経営

体育成支援事業 △2,317万7千円 
畑作園芸振興事

業 
事業実績による 
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予算

書Ｐ 歳 入 科 目 増(減)額 充当先事業 主 な 内 容 

26 県知事選挙委託金 △1,151万5千円 県知事選挙費 委託金確定による 

26 減債基金繰入金 △3億7,270万4千円 
長期借入金償還

元金・利子 

財源が確保できた事に

よる 

26 
公共施設整備基金 

繰入金 
△6,000万円 

商業振興事業 
財源確保による 

（△3,000万円） 

街路整備事業 
財源確保による 

（△3,000万円） 

26 福祉基金繰入金 △2,100万円 
公立保育園整備

費 

事業実績による（アルプ

ス、三郷南部保育園） 

26 地域振興基金繰入金 △458万4千円 

まちづくり推進

事業 

区交付金・地域力向上外

（△204万8千円） 

廃棄物対策費 
環境活動交付金 

（△253万6千円） 

30 旧合併特例事業債 △2億7,160万円 

公立保育園整備費 

保育所建設事業（アルプ

ス、三郷南部保育園） 

   （△3,710万円） 

公営企業支出金 
一般会計出資債（上水道 

分)(△1億1,530万円) 

市道新設改良事業 
市道新設改良事業 

(△9,720万円) 

豊科公民館管理費 
豊科公民館整備事業 

(△340万円） 

穂高公民館管理費 
体育施設整備事業 

(△1,710万円) 

防災無線維持管

理費 

防災行政無線設備整備

事業  (△150万円) 

30 施設整備事業債 △1,660万円 公立保育園整備費 
アルプス、三郷南部保育

園整備事業実績による 

30 公共事業等債 △990万円 

県営土地改良事業 

県営かんがい排水事業

（補正予算債） 

（△60万円） 

経営体育成基盤

整備事業 

県営ほ場整備事業（補正

予算債） （△30万円） 

社会資本整備総

合交付金事業 

道路整備事業 

（△900万円） 
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４ 歳出の主な増額・減額項目 

 

予算書 
ページ 事  業  名 増(減)額 主 な 内 容 

40 新公共交通構築運行事業 △2,328万9千円 
負担金の確定による減 
（国庫補助金に伴う） 

42 県知事選挙費 △1,151万円 選挙費確定による減 

48 社会福祉総務費 △922万円 
地域福祉推進事業補助金

（社協）事業実績による減 

48 福祉医療費給付事業 △2,566万8千円 
福祉医療費給付実績によ

る減 

48 臨時福祉給付金給付事業 △320万円 給付事業実績による減 

48 障害者支援事業 △3,838万3千円 
介護給付費等給付実績に

よる減 

50 国保会計繰出金 △1,032万7千円 
国保特別会計繰出金の確

定による 

52 介護保険対策費 △3,642万3千円 
介護保険特別会計繰出金

の確定による 

54 公立保育園総務費 △1,243万円 
地方創生事業補助対象外

に伴う減 

56 公立保育園整備費 △5,827万円 
事業費確定による減（アル

プス・三郷南部保育園） 

58 生活保護総務費 △952万5千円 生活扶助、住宅扶助の減 

60 予防接種事業 △1,890万円 
医務委託（予防接種）実績

による減 

66 公営企業支出金 △1億1,530万円 
水道事業の事業費確定に

伴う出資金の減 

68 畑作園芸振興事業 △2,927万1千円 
降雪災害復旧補助金実績

の減 
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予算書 
ページ 事  業  名 増(減)額 主 な 内 容 

70 間伐対策事業 △1,082万7千円 間伐事業嵩上補助不用減 

74 市制度資金貸付事業 △1,126万4千円 
保証料・利子補給金実績に

よる減 

76 道路橋梁維持費 △1,360万円 
道路橋梁維持工事事業実

績による減 

76 除雪対策費 △1,206万9千円 除雪委託料不用減 

76 市道新設改良事業 △2,370万9千円 
市道改良工事事業実績に

よる減 

80 消防施設維持整備事業 △1,319万7千円 
事業確定による不用減（防

火水槽） 

80 災害対策費 △1,520万5千円 
防災用品購入助成事業実

績による減 

 
 
５ 繰越明許費 

次の事業については、年度内に事業が完了しない見込みのため繰越します。 
 
１追加 

事  業  名 金 額 繰 越 事 由 

商業振興事業（都市再生整備事業） 1,588万円 
穂高駅前通り街路灯整備で関係機関との

協議・調整に不測の日数を要したため 

観光拠点整備事業（都市再生整備事業） 400万7千円 

しゃくなげの湯周辺整備に関する基本計

画業務委託、ワークショップ開催回数増加

等により不測の日数を要したため 

消防施設維持整備事業 1,139万1千円 
国の補正予算第１号による補助事業であ

り、事業費を繰り越すため（防火水槽） 
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２変更 

事  業  名 
金 額 

繰 越 事 由 
補正前 補正後 

児童福祉総務費（地方創生先

行型） 
4,680万円 5,471万7千円 

国の補正予算第１号による補

助事業であり事業費を繰り越

すため 

（３月補正分の変更） 

公立保育園総務費（地方創生

先行型） 
516万4千円 皆減 

受入体制整備事業（地域消費

喚起・生活支援型） 
1,700万円 1,729万6千円 

受入体制整備事業（地方創生

先行型） 
680万円 662万2千円 

街路整備事業（都市再生） 410万4千円 3,739万4千円 
工事発注後追加工事が必要と

なり不測の日数を要するため 

社会資本整備総合交付金事業

（三郷1級5号線外5路線） 
1億460万円 1億1,341万9千円 

地元調整、用地取得等に不測

の日数を要したため 

（国庫補助事業） 

 



４　平成26年度予算の執行状況（平成27年３月末現在）

　平成26年度予算の平成27年度３月末時点の予算執行状況は次のとおりです。

　なお、予算現額は、繰越明許費、事故繰越しを含む金額となりますので、最終予算額と一致しない

場合があります。

各会計予算の執行 （単位：千円、％）

歳入歳出

調定額 収入累計 支出累計 予算残額 差引残額

43,508,348 41,169,189 39,963,776 36,189,350 7,318,998 3,774,426 83.2

1,688 151,000 1,494 1,656 32 △ 162 98.1

11,082,078 11,618,442 9,862,863 9,804,852 1,277,226 58,011 88.5

991,032 997,786 975,255 954,332 36,700 20,923 96.3

8,321,830 7,849,202 7,618,985 7,594,095 727,735 24,890 91.3

4,292,214 4,476,621 2,949,253 3,891,793 400,421 △ 942,540 90.7

193,819 196,547 119,340 181,771 12,048 △ 62,431 93.8

3,067 3,584 3,584 796 2,271 2,788 26.0

881 882 882 230 651 652 26.1

1,411 1,333 1,333 258 1,153 1,075 18.3

1,276 1,456 1,456 134 1,142 1,322 10.5

1,186 1,359 1,359 125 1,061 1,234 10.5

650 650 650 244 406 406 37.5

29,417 29,417 8,825 25,664 3,753 △ 16,839 87.2

68,428,897 66,497,468 61,509,055 58,645,300 9,783,597 2,863,755 85.7

歳出執行率予算現額
歳　　　　入 歳　　　　出

会計名称

介護保険

下水道事業

農業集落排水事業

後期高齢者医療

一般会計

同和地区住宅新築資金等
貸付事業

国民健康保険

穂高山林財産区

観光宿泊施設

上川手山林財産区

北の沢山林財産区

有明山林財産区

富士尾沢山林財産区

産業団地造成事業
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一般会計歳入予算の執行 （単位：千円、％）

予算比較 調定比較 収入率

Ｅ（Ａ－Ｃ） Ｄ（Ｂ－Ｃ） （C ÷B）×100

11,620,070 12,615,198 11,403,667 216,403 1,211,531 90.4

467,257 467,257 467,257 0 0 100.0

22,736 22,736 22,736 0 0 100.0

64,688 64,688 64,688 0 0 100.0

49,229 49,229 49,229 0 0 100.0

1,098,668 1,098,668 1,098,668 0 0 100.0

39,341 39,342 39,341 0 1 100.0

49,693 49,693 49,693 0 0 100.0

53,454 53,454 53,454 0 0 100.0

11,186,858 11,186,858 11,186,858 0 0 100.0

14,885 14,885 14,885 0 0 100.0

726,643 727,070 714,651 11,992 12,419 98.3

414,417 423,249 393,029 21,388 30,220 92.9

3,762,968 3,457,306 3,128,524 634,444 328,782 90.5

2,231,264 2,220,120 1,213,970 1,017,294 1,006,150 54.7

111,538 117,778 115,657 △ 4,119 2,121 98.2

6,881 6,991 8,881 △ 2,000 △ 1,890 127.0

965,439 966,897 525,682 439,757 441,215 54.4

992,309 992,306 992,306 3 0 100.0

1,548,910 1,590,664 1,474,200 74,710 116,464 92.7

8,081,100 5,004,800 4,946,400 3,134,700 58,400 98.8

0 2,000,000 △ 2,000,000△ 2,000,000 -

43,508,348 41,169,189 39,963,776 3,544,572 1,205,413 97.1

一般会計歳出予算の執行 （単位：千円、％）

予算比較 執行率

Ｃ（Ａ－Ｂ） （Ｂ÷Ａ）×100

278,413 274,814 3,599 98.7

7,805,964 7,145,052 660,912 91.5

12,001,900 10,782,625 1,219,275 89.8

2,751,210 2,186,111 565,099 79.5

72,346 68,102 4,244 94.1

2,445,435 1,987,557 457,878 81.3

1,806,742 1,498,651 308,091 82.9

4,703,386 2,855,067 1,848,319 60.7

2,096,930 1,600,005 496,925 76.3

5,086,532 3,344,411 1,742,121 65.8

0 0 0

4,451,298 4,446,955 4,343 99.9

0 0 0.0

8,192 0 8,192 0.0

43,508,348 36,189,350 7,318,998 83.2

支出累計
　　　Ｂ

予算現額
　　　　Ａ

調定額
　　　Ｂ

収入累計
　　　Ｃ

０１　市税

款　　名　　称

０６　地方消費税交付金

０７　ゴルフ場利用税交付金

０８　自動車取得税交付金

０９　地方特例交付金

０２　地方譲与税

０３　利子割交付金

０４　配当割交付金

０５　株式等譲渡割交付金

１４　国庫支出金

１５　県支出金

１６　財産収入

１７　寄附金

１０　地方交付税

１１　交通安全対策交付金

１２　分担金及び負担金

１３　使用料及び手数料

予算現額
　　　　Ａ

１８　繰入金

１９　繰越金

２０　諸収入

３０　一時借入金

２１　市債

１３　諸支出金

０１　議会費

０２　総務費

０３　民生費

０４　衛生費

款　　名　　称

１４　予備費

０５　労働費

０６　農林水産業費

０７　商工費

０８　土木費

０９　消防費

１０　教育費

１１　災害復旧費

１２　公債費
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５　基金の状況

年度末
現在高

積立額 積立利子 積立額計 繰入予算
年度末
現在高

4,951,967 430,000 30,967 460,967 298,554 5,114,380

2,118,109 11,585 11,585 57,278 2,072,416

3,751,975 20,522 20,522 30,000 3,742,497

435,878 2,384 2,384 340,642 97,620

2,714,719 0 95,931 2,618,788

2,444 13 13 2,457

129,737 707 707 900 129,544

4,862 27 27 500 4,389

6,261 34 34 2,000 4,295

20,275 111 111 751 19,635

518,551 50 2,836 2,886 42,000 479,437

41,593 0 41,593

6,702 0 6,702

10,772 10,761 59 10,820 5,290 16,302

4,906 27 27 4,933

21,062 20,610 115 20,725 20,960 20,827

2,357 2,340 13 2,353 1,963 2,747

77,755 56,530 425 56,955 21,741 112,969

310,782 1,700 1,700 312,482

5,597 31 31 5,628

6,299 34 34 6,333

17,586 96 96 17,682

2,674 12 12 500 2,186

2,447 13 13 2,460

113,911 6,150 623 6,773 1,496 119,188

9,318 51 51 2,000 7,369

3,123 17 17 387 2,753

364,002 0 1,065 1,065 42,779 322,288

（うち現金） 194,693 1,065 1,065 195,758

（うち土地） 169,309 42,779 126,530

987,795 150,000 3,489 153,489 350,000 791,284

6,596 36 36 250 6,382

11,216 61 61 500 10,777

21,637 118 118 21,755

1,688 9 9 1,697

1,341 7 7 1,348

296,677 33,795 1,623 35,418 332,095

22,943 3,747 125 3,872 26,815

488,917 2,674 2,674 81,357 410,234

17,494,474 713,983 81,609 795,5921,397,779 16,892,287
※端数を調整しています

基　金　合　計

旧穂高町外１ｹ町淺川山林組合に関する基金

国民健康保険支払準備基金

介護保険支払準備基金

農業集落排水事業建設基金

富士尾沢山林財産区基金

穂高山林財産区基金

上川手財産区基金

有明山林財産区基金

北の沢山林財産区基金

公共下水道建設基金

青少年交流事業支援基金

霊園施設整備基金

西穂高会館維持運営基金

青少年健全育成基金

名誉市民田淵行男顕彰基金

ふるさとづくり基金

土地開発基金

美術品取得及び特別展開催基金

（単位：千円）

国際交流基金

減債基金

公共施設整備基金

福祉基金

ふれあい体験館基金

平成25年度 平成26年度（見込額）

地域振興基金

人材育成基金

奨学金基金

区　　　　分

三郷図書館建設事業基金

堀金産地形成促進施設基金

堀金観光開発基金

三郷農林漁業体験実習館基金

財政調整基金

安曇野市本庁舎等建設事業基金

分収造林事業基金
旧穂高町外１ｹ町一ノ沢山林組合に関する基金

天蚕振興基金

ふるさと水と土保全基金

豊科安曇野の里基金
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６　地方債の状況

一般会計 （単位：千円）

前々年度末 前年度末 平成26年度末
現在高 現在高見込額 借入額 元金償還額 現在高見込

１　普通債 21,927,977 23,305,506 6,236,900 2,771,568 26,770,838

１　総務 4,534,093 5,626,607 3,050,900 670,692 8,006,815

２　民生 2,588,376 2,595,982 506,000 284,239 2,817,743

３　衛生 2,934,378 3,141,042 387,500 213,245 3,315,297

４　労働 0 0 0

５　農林 2,658,141 2,245,180 44,200 484,364 1,805,016

６　商工 131,000 11,350 119,650

７　土木 2,831,848 2,801,424 395,900 351,983 2,845,341

８　消防 358,142 353,820 391,100 51,668 693,252

９　教育 6,022,999 6,410,451 1,461,300 704,027 7,167,724

２　災害復旧債 59,708 42,209 17,716 24,493

１　土木 52,156 36,857 15,491 21,366

２　農林 7,552 5,352 2,225 3,127

３　その他 14,979,368 15,136,759 1,700,000 1,296,738 15,540,021

１減収補てん債 1,250 0

２減税補てん債 1,184,927 920,335 267,601 652,734
３臨時税収補てん債 178,195 143,618 35,276 108,342

４臨時財政対策債 13,614,996 14,072,806 1,700,000 993,861 14,778,945

５臨時財政特例債 0 0

合計 36,967,053 38,484,474 7,936,900 4,086,022 42,335,352

　
前々年度末 前年度末 平成26年度末
現在高 現在高 借入額 元金償還額 現在高見込

下水道事業 40,041,433 38,661,281 271,200 1,912,260 37,020,221

　
前々年度末 前年度末 平成26年度末
現在高 現在高 借入額 元金償還額 現在高見込

下水道事業 1,709,143 1,608,065 0 103,716 1,504,349

※予算書から抜粋した地方債の見込み額のため、繰越予算等による次年度借入があれば年度末残高は変動します。

農業集落排水事業特別会計
増減内訳

増減内訳

増減内訳
下水道事業特別会計
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営業費用

人 人 人

人 人 人

％ ％
ポイ
ント

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

％ ％
ポイ
ント

円 円 円

円 円 円

７　安曇野市水道事業の状況

営業収益

給 水 収 益 1,767,709,529 原 水 及 び 浄 水 費 205,420,419

事業収入の状況 （単位：円） （単位：円）

　平成26年度の主な事業は、三郷地域水道水源転換事業（平成24年度から27年度まで）、中央監
視制御設備整備事業が挙げられます。三郷地域水道水源転換事業では、野沢水源・小倉ﾎﾟﾝﾌﾟ
場・室町調整池建設工事及び機械・電気計装設備工事が竣工し、黒沢川の表流水から地下水へと
水源転換が完了しました。中央監視制御設備整備事業ではこれまで地域ごとに監視していた設備
を一つに統合しました。このことから、市内全域の水道施設の異常を新本庁舎において一元管理
ができるようになりました。また、災害時の対策として新たに４t級架装式給水車を購入・配備
し災害時の給水能力の向上を図りました。

配 水 及 び 給 水 費 240,763,060

そ の 他 営 業 収 益 140,635,530 受 託 工 事 費 5,169,300

受 託 工 事 収 入 5,686,160

総 係 費 154,439,751

減 価 償 却 費 1,054,756,062

資 産 減 耗 費 30,049,754

そ の 他 営 業 費 用 7,540

営業外収益 営業外費用

受取利息及び配当金 10,247,020 支払利息及び企業債取扱諸費 200,839,691

特別利益 特別損失

雑 収 益 1,726,971 雑 支 出 4,739,429

294,293,010長 期 前 受 金 戻 入

平成26年度 平成25年度

そ の 他 特 別 利 益 0 過 年 度 損 益 修 正 損

上水道業務

※各区分の数値は税抜き額

そ の 他 特 別 損 失

※　税抜きによる算出額。

191.26 178.20

※供給単価

34,137 35,783

79.3 76.6

0.80178.79

収　　入　　計 2,220,298,220 費　　用　　計 1,909,375,689

年度末給水人口 97,423 97,957

区　　　　分

年度末区域内人口 98,425

増減比較

△ 534

△ 534

0

△ 600,718

事業費用の状況

99.0

98,959

3,109,108

10,081,575

13.06

普及率

年間配水量

年間給水量

一日平均配水量

年間有収水量率

99.0

※給水原価

13,060,796

9,886,882 10,004,864 △ 117,982

△ 1,646

2.7

177.99

12,460,078
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